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１ 地方公会計の概要 

（１）新地方公会計制度導入の目的 

地方公共団体の会計制度は、地方自治法等により、その調整方法や処理方法が規定

されています。 

これらは、民間企業で採用されている「発生主義会計」に対して、「現金主義会計」

と呼ばれ、現金の収入と支出の記録に重点を置いたものとなっています。 

しかし、現金主義会計だけでは、地方公共団体の資産や債務の実態をつかみにくい

ことから、発生主義的な考え方を取り入れた決算資料の作成が求められていました。 

 

地方公会計の目的 

ア 「発生主義、複式簿記」といった企業会計的要素を取り込むことにより、

資産、負債などのストック情報が把握できる。 

イ 現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握し、地方公共団体の財政

状況等をわかりやすく開示できる。 

ウ 資産、債務の適正管理や有効活用といった、中、長期的な視点に立った地

方公共団体経営の強化が可能になる。 

 

（２）官庁会計と新地方公会計制度の違い 

地方公共団体の会計は、単式簿記、現金主義によるもので、「現金」という１つの

科目の収支のみを記録するものです。 

一方、新地方公会計制度による財務書類では、現金の収支に関わらず、１つの取引

について、それを原因と結果の両方から捉え、二面的に記録することにより、資産の

動きや行政サービスの提供に必要なコストを把握することができるようになります。 

 

（３）民間の企業会計と公会計の違い 

新地方公会計制度は、民間企業の会計手法を取り入れたものですが、地方公共団体

と民間企業とは会計制度の目的が異なります。 

民間企業の目的は利益獲得であるため、例えば損益計算書は、対応する収益とコス 

トを差し引いて適切に期間損益を計算し、企業経営に資することを目的としています。 

これに対し、地方公共団体は利益の獲得を目的としませんので、経常行政コストと

経常収支の差引きで表される純経常行政コストは、利益の概念ではなく、地方税や地

方交付税などの一般財源や資産の売却などで賄うべきコストを示すことになります。 
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（４）統一的な基準による財務書類の概要 

統一的な基準による財務書類の概要は以下のとおりです。（企業会計の書類を括弧

書きしています。） 

 

ア【貸借対照表】(貸借対照表) → 略称：ＢＳ（Balance Sheet） 

基準日（年度末）時点における財政状態（資産、負債、純資産の残高及び内

訳）を表示したもの 

イ【行政コスト計算書】(損益計算書) → 略称：ＰＬ（Profit and Loss statement） 

一会計期間中の費用、収益の取引高を表示したもの 

→ 現金収支を伴わない減価償却費等も費用として計上 

ウ【純資産変動計算書】(株主資本等変動計算書) → 略称：ＮＷ（Net Worth statement）

一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表示したもの 

エ【資金収支計算書】(ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書) → 略称：ＣＦ（Cash Flow statement） 

一会計期間中の現金の受払いを３つの区分で表示したもの 

 

決算書体系図 
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算 
 
 

書 

種  類 目  的 役  割 

イ 行政コスト 

計算書 

ア 貸借対照表 

費用、収益の取引

高を明らかにする

財政状態を明らか

にする 

一会計期間における「経常費

用」、「経常収益」、「臨時損失

」、「臨時利益」を表示する 

資金の調達源泉（負債、純資産）

とその資金の運用状況（資産）を

一表に要約表示する 

ウ 純資産変動 

計算書 

純資産の変動を明

らかにする 

一会計期間における政策形成上

の純資産及びその内部構成の変

動を表示する 

エ 資金収支計 

算書 

資金利用状況、資

金獲得能力を明ら

かにする 

一会計期間における業務活動、

投資活動、財務活動の収支状況

を表示する 
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（５）財務書類の内容 

①財務書類の作成範囲 

財務書類の作成の範囲は以下のとおりとなります。 

 

財務書類名称 対象会計範囲 

一般会計等財務書類 
一般会計 

財政健全化法において対象としている範囲 

全体財務書類 
一般会計等財務書類 

特別会計（一般会計等に含まない会計） 

連結財務書類 

全体財務書類 

一部事務組合 

広域連合 

地方公社 

第三セクター 

 

すべての地方公共団体において、一般会計等財務書類、全体財務書類、連結財務

書類の３種類が公表されることになります。 

遠軽地区広域組合においては下記の財務書類範囲について作成しております。 

 

遠軽地区広域組合における財務書類の範囲 

 

※特別会計（公営事業会計）はありません。 

  

一般会計等 一般会計
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②財務書類の種類 

【財務書類の体系（４表）】と附属明細表で構成されます。 

 

 

財務書類４表構成の相互関係 

 
 

ア 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末

残高に本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。  
 

イ 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、

これは純資産変動計算書の期末残高と対応します。  
 

ウ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載さ

れます。 

 

  

行政コスト 純資産変動 資金収支

計算書 計算書 計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

うち

現金

預金 臨時損失 財源 財務活動収支

固定資産等

の変動

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

投資活動収支

臨時利益 前年度末残高

 +本年度末歳計外現金

貸借対照表

経常収益 純行政コスト
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２ 令和６年度 遠軽地区広域組合財務書類実数分析 

（１）貸借対照表 

貸借対照表とは、基準日時点における財政状態（資産、負債、純資産の残高および

内訳）を表示したものです。 

 

貸借対照表（Ｂ／Ｓ）の概略図 

資産の部（これまで形成した資産） 負債の部（将来世代が負担する金額）

固
定
資
産 

ア 事業用資産 

し尿・塵芥処理施設、消防庁舎、消防

団車庫、防火水槽、消火栓など 
固
定
負
債 

ア 地方債（該当なし） 

国や金融機関からの借入金 

イ インフラ資産（該当なし） 

道路、公園、橋梁、上下水道など 

イ 退職手当引当金 

将来見込まれる退職金額 

ウ 物品 

消防自動車、救急自動車、大型救助

器具など 

ウ その他の固定負債（該当なし）

長期未払金、損失補償等引当金など 

エ 投資その他の資産（該当なし）

基金、有価証券、出資金など 流
動
負
債

ア 賞与等引当金 

翌年度夏期賞与の当年度負担額 

流
動
資
産 

ア 現金預金 

現金、預金 

イ その他の流動負債 

預り金（歳計外現金）など 

イ 基金、未収金など（該当なし）

財政調整基金、未収金など 

純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

純資産 

 

資産は遠軽地区広域組合がこれまでに住民サービス提供のために形成し、今後も住

民サービス提供のために利用される財産です。 

財産形成に係る財源が地方債等であれば負債に、市町村税や国、道の補助金等であ

れば純資産に計上されます。 

 

具体的には以下のとおりです。 

ア 資産 

消防庁舎や防火水槽など（一般の市町村であれば、学校、道路など）将来

の世代に引継ぐ社会資本や、基金など将来現金化が可能な財産 

イ 負債 

地方債や退職給付引当金など将来の世代の負担となるもの 

ウ 純資産 

過去の世代や国、道が負担した将来返済しなくてよい財源 



 

6 

 

① 貸借対照表（単位：千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

これまでに一般会計等においては約68億32,000千円の資産を形成してきました。 

そのうち、純資産である約55億63,000千円（81.4%）については、過去の世代や国、道の

負担で既に支払いが済んでおり、負債である約12億68,000千円（18.6%）については、将来

の世代が負担していくことになります。 

科目 一般会計等 科目 一般会計等

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 6,714,678   固定負債 1,207,866

    有形固定資産 6,712,572     地方債等 324,500

      事業用資産 6,530,557     長期未払金

        土地 196     退職手当引当金 883,366

        立木竹     損失補償等引当金

　　  建物 9,532,000     その他

        建物減価償却累計額 △3,237,940   流動負債 60,585

        工作物 1,346,252     １年内償還予定地方債等

        工作物減価償却累計額 △1,109,951     未払金

        船舶 593     未払費用

        船舶減価償却累計額 △593     前受金

        浮標等     前受収益

        浮標等減価償却累計額     賞与等引当金 58,004

        航空機     預り金 2,581

        航空機減価償却累計額     その他

        その他 負債合計 1,268,451

        その他減価償却累計額 【純資産の部】

        建設仮勘定   固定資産等形成分 6,714,678

      インフラ資産   余剰分（不足分） △1,151,366

        土地   他団体出資等分

        建物 純資産合計 5,563,312

        建物減価償却累計額

        工作物

        工作物減価償却累計額

        その他

        その他減価償却累計額

        建設仮勘定

      物品 2,325,664

      物品減価償却累計額 △2,143,650

    無形固定資産 2,106

      ソフトウェア 2,106

      その他

    投資その他の資産

      投資及び出資金

        有価証券

        出資金

        その他

      投資損失引当金

      長期延滞債権

      長期貸付金

      基金

        減債基金

        その他

      その他

      徴収不能引当金

  流動資産 117,085

    現金預金 117,085

      資金 114,503

      歳計外現金 2,581

    未収金

    短期貸付金

    基金

      財政調整基金

      減債基金

    棚卸資産

    その他

    徴収不能引当金

  繰延資産

資産合計 6,831,763 負債及び純資産合計 6,831,763

借方 貸方
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② 貸借対照表 前年対比（単位：千円） 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 
 

R5 R6 増減値

【資産の部】

  固定資産 4,523,557 6,714,678 2,191,121

    有形固定資産 4,520,749 6,712,572 2,191,823

      事業用資産 4,285,207 6,530,557 2,245,351

        土地 196 196

        立木竹

　　  建物 7,009,700 9,532,000 2,522,300

        建物減価償却累計額 △2,974,281 △3,237,940 △263,658

        工作物 1,346,252 1,346,252

        工作物減価償却累計額 △1,096,660 △1,109,951 △13,291

        船舶 593 593

        船舶減価償却累計額 △593 △593

        浮標等

        浮標等減価償却累計額

        航空機

        航空機減価償却累計額

        その他

        その他減価償却累計額

        建設仮勘定

      インフラ資産

        土地

        建物

        建物減価償却累計額

        工作物

        工作物減価償却累計額

        その他

        その他減価償却累計額

        建設仮勘定

      物品 2,320,943 2,325,664 4,721

      物品減価償却累計額 △2,085,401 △2,143,650 △58,249

    無形固定資産 2,808 2,106 △702

      ソフトウェア 2,808 2,106 △702

      その他

    投資その他の資産

      投資及び出資金

        有価証券

        出資金

        その他

      投資損失引当金

      長期延滞債権

      長期貸付金

      基金

        減債基金

        その他

      その他

      徴収不能引当金

  流動資産 82,969 117,085 34,116

    現金預金 82,969 117,085 34,116

      資金 80,875 114,503 33,629

      歳計外現金 2,094 2,581 488

    未収金

    短期貸付金

    基金

      財政調整基金

      減債基金

    棚卸資産

    その他

    徴収不能引当金

  繰延資産

資産合計 4,606,525 6,831,763 2,225,237

科目
一般会計等
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※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

前年度と比較すると、一般会計等において資産は約22億25,000千円（48.3%）の増加、純

資産は約18億86,000千円（51.2%）の増加、負債は約3億40,000千円（36.6%）の増加となり

ました。 

 

  

R5 R6 増減値

【負債の部】

  固定負債 867,786 1,207,866 340,079

    地方債等 324,500 324,500

    長期未払金

    退職手当引当金 867,786 883,366 15,579

    損失補償等引当金

    その他

  流動負債 61,068 60,585 △483

    １年内償還予定地方債等

    未払金

    未払費用

    前受金

    前受収益

    賞与等引当金 58,974 58,004 △970

    預り金 2,094 2,581 488

    その他

負債合計 928,854 1,268,451 339,597

【純資産の部】

  固定資産等形成分 4,523,557 6,714,678 2,191,121

  余剰分（不足分） △845,886 △1,151,366 △305,480

  他団体出資等分

純資産合計 3,677,671 5,563,312 1,885,641

一般会計等
科目
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（２）行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、衛生事務や消防事務にかか

る経費など、資産形成につながらない行政コストを業務費用として、①人件費、②物

件費等、③その他の業務費用、④移転費用に区分して表示したものです。 

行政コスト計算書は、企業会計でいう損益計算書にあたるものです。 

ただし、公会計でいう行政コスト計算書は、損益をみることが目的ではなく、住民

が受ける行政サービスのコスト（原価）計算に重点が置かれています。 

例えば、官庁会計の歳入歳出決算書では、資産形成に関わる支出も単年度の行政サ

ービスに関わる支出も、すべてその年度の歳入歳出を対象として収支を計算します。 

一方で、地方公会計では、普通建設事業費や地方債償還費は資産、負債の増加や減

少であり、費用の発生ではないので、行政コスト計算書には計上されません。 

また、歳入歳出決算書では計上されない減価償却費や退職手当引当金繰入等は、地

方公会計では、期間損益の観点から、費用の発生として行政コスト計算書に計上され

ます。 

経常費用を経常収益から差引いた純経常行政コストは、行政サービス提供にかかっ

たコストから、し尿・塵芥処理手数料、危険物製造所等の許認可に関する手数料や消

防会館使用料など受益者が負担した分を差引いた純粋なコストを示します。 

 

【費用】行政サービス提供のために費やしたもの 

 

①人件費 

職員給与や議員報酬、退職給付費用（当該年度に退職手当引当金として新たに

繰り入れた額）など 

 

②物件費等 

備品や消耗品、施設等の維持補修にかかる経費や減価償却費（社会資本の経年

劣化等に伴う減少額）など 

 

③その他の業務費用 

支払利息、徴収不能引当金繰入額、市町村債償還の利子など 

 

④移転費用 

他会計への支出額、補助金等、社会保障給付、他団体への資産整備補助金など

 

【収益】直接サービス提供により住民等がその対価として支払い、地方公共団体が

得られるもの 
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①行政コスト計算書（単位：千円） 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

 

令和６年度の経常費用は一般会計で約34億94,000千円となっています。 

一方、行政サービス利用に対する対価として受益者が負担する使用料や手数料などの経

常収益は一般会計等で約1億24,000千円となっています。 

経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストは一般会計等で約33億70,000千円、

臨時損益を含めると、純行政コストは約33億50,000千円となっています。 

 

 

科目 一般会計等

  経常費用 3,494,464

    業務費用 3,084,501

      人件費 978,449

        職員給与費 913,277

        賞与等引当金繰入額

        退職手当引当金繰入額 15,579

        その他 49,593

      物件費等 2,100,684

        物件費 872,404

        維持補修費 875,176

        減価償却費 353,104

        その他

      その他の業務費用 5,368

        支払利息 514

        徴収不能引当金繰入額

        その他 4,854

    移転費用 409,963

      補助金等 407,663

      社会保障給付

      他会計への繰出金

      その他 2,301

  経常収益 124,403

    使用料及び手数料 111,409

    その他 12,993

純経常行政コスト 3,370,061

  臨時損失

    災害復旧事業費

    資産除売却損

    投資損失引当金繰入額

    損失補償等引当金繰入額

    その他

  臨時利益 19,696

    資産売却益 18,726

    その他 970

純行政コスト 3,350,366



 

11 

 

②行政コスト計算書 前年対比（単位：千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

前年度と比較すると、経常費用は一般会計等で約10億54,000千円（23.2％）減少しまし

た。 

一方、行政サービス利用に対する対価として受益者が負担する使用料や手数料などの経

常収益は約14,000千円（12.9％）増加し、この結果、経常費用から経常収益を引いた純経

常行政コストは一般会計等で約10億68,000千円（24.1％）減少、臨時損益を含めると純行

政コストは、約10億72,000千円（24.2％）減少しております。 

 

R5 R6 増減値

  経常費用 4,548,534 3,494,464 △1,054,070

    業務費用 4,406,390 3,084,501 △1,321,889

      人件費 924,558 978,449 53,892

        職員給与費 805,885 913,277 107,392

        賞与等引当金繰入額 58,974 △58,974

        退職手当引当金繰入額 15,579 15,579

        その他 59,698 49,593 △10,105

      物件費等 3,477,072 2,100,684 △1,376,388

        物件費 730,687 872,404 141,718

        維持補修費 2,423,974 875,176 △1,548,798

        減価償却費 322,411 353,104 30,693

        その他

      その他の業務費用 4,761 5,368 607

        支払利息 273 514 241

        徴収不能引当金繰入額

        その他 4,488 4,854 366

    移転費用 142,144 409,963 267,819

      補助金等 138,460 407,663 269,202

      社会保障給付

      他会計への繰出金

      その他 3,684 2,301 △1,383

  経常収益 110,208 124,403 14,195

    使用料及び手数料 98,062 111,409 13,348

    その他 12,146 12,993 847

純経常行政コスト 4,438,326 3,370,061 △1,068,265

  臨時損失 295 △295

    災害復旧事業費

    資産除売却損 295 △295

    投資損失引当金繰入額

    損失補償等引当金繰入額

    その他

  臨時利益 16,455 19,696 3,241

    資産売却益 16,455 18,726 2,271

    その他 970 970

純行政コスト 4,422,167 3,350,366 △1,071,801

科目
一般会計等
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（３）純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、地方公会計制度では純資産の変動を示すものと定義していま

す。 

純資産の変動とは、政策形成上の意思決定またはその他の事象による純資産及びそ

の内部構成の変動としています。 

純資産の減少は、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して

便益を享受する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたことを意味します。 

逆に純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を 

蓄積したことを意味するので、その分、将来世代の負担は軽減されたこととなります。 

このような観点から、純資産の増減が、一般会計における利益及び損失の増減を示

すものとも言い換えることができます。 

 

ア 余剰分の計算 

（ａ）純行政コスト 

行政コスト計算書の純行政コストと一致。 

 

（ｂ）財源 

財源をどのような収入（税収等、国庫補助金）で調達したかを表します。 

 

イ 固定資産形成分 

財源を将来世代も利用可能な固定資産、貸付金や基金等にどの程度使ったかを

表します。 

 

（ａ）固定資産等の変動 

当該年度に塵芥処理施設、消防庁舎、防火水槽など（一般の市町村であれば

学校、道路など）の社会資本を取得した額と過去に取得した社会資本の経年劣

化等に伴う減少額を表します。 

基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における増加と減少を表

します。 

 

（ｂ）資産評価差額 

有価証券等の評価差額を表します。 

 

（ｃ）無償所管換等 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を表します。 
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①純資産変動計算書（簡易表示、単位：千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

令和６年度は、本年度末純資産残高が一般会計等において、約55億63,000千円となって

います。 

 

 

②純資産変動計算書 前年対比（単位：千円）   

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

前年度と比較すると、一般会計等では本年度末純資産残高が約18億86,000千円増加し

ました。 

 

科目 一般会計等

前年度末純資産残高 3,677,671

  純行政コスト（△） △3,350,366

  財源 2,705,837

    税収等 2,435,310

    国県等補助金 270,527

  本年度差額 △644,529

  固定資産等の変動（内部変動）

    有形固定資産等の増加

    有形固定資産等の減少

    貸付金・基金等の増加

    貸付金・基金等の減少

  資産評価差額

  無償所管換等 2,437,269

  比例連結割合変更に伴う差額

  その他 92,900

  本年度純資産変動額 1,885,641

本年度末純資産残高 5,563,312

R5 R6 増減値

前年度末純資産残高 3,665,456 3,677,671 12,215

  純行政コスト（△） △4,422,167 △3,350,366 1,071,801

  財源 4,145,356 2,705,837 △1,439,519

    税収等 3,312,326 2,435,310 △877,016

    国県等補助金 833,030 270,527 △562,503

  本年度差額 △276,811 △644,529 △367,718

  固定資産等の変動（内部変動）

    有形固定資産等の増加

    有形固定資産等の減少

    貸付金・基金等の増加

    貸付金・基金等の減少

  資産評価差額 302,300 △302,300

  無償所管換等 2,437,269 2,437,269

  比例連結割合変更に伴う差額

  その他 △13,275 92,900 106,175

  本年度純資産変動額 12,215 1,885,641 1,873,426

本年度末純資産残高 3,677,671 5,563,312 1,885,641

科目
一般会計等
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（４）資金収支計算書 

資金収支計算書は、地方公会計制度では、資金収支の状態をみるものと定義してい

ます。 

資金収支の状態とは、地方公共団体の内部者（管理者、議会、補助機関等）の活動

による資金の期中取引高を意味します。 

資金収支の状態は、地方公共団体の資金利用状況及び資金獲得能力を評価する上で

有用な財務情報としています。 

 

ア 業務活動収支：行政サービスを行なう中で、毎年度継続的に収入、支出される

もの 

イ 投資活動収支：塵芥処理施設、消防庁舎、防火水槽など（一般の市町村であれ

ば、学校、道路など）の資産形成や投資、基金などの収入、支出

など 

ウ 財務活動収支：公債、借入金などの収入、支出など 

 

①資金収支計算書（簡易表示、単位：千円） 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

令和６年度の資金収支計算書を見ると、本年度資金収支額は一般会計等では約34,000千

円増加し、資金残高は約1億15,000千円に増加しました。 

科目 一般会計等

【業務活動収支】

  業務支出 3,125,781

    業務費用支出 2,715,818

    移転費用支出 409,963

  業務収入 2,829,270

  臨時支出

  臨時収入 970

業務活動収支 △295,541

【投資活動収支】

  投資活動支出 14,056

  投資活動収入 18,726

投資活動収支 4,670

【財務活動収支】

  財務活動支出

  財務活動収入 324,500

財務活動収支 324,500

本年度資金収支額 33,629

前年度末資金残高 80,875

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高 114,503
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②資金収支計算書（全体表示、単位：千円） 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

科目 一般会計等

【業務活動収支】

  業務支出 3,125,781

    業務費用支出 2,715,818

      人件費支出 962,870

      物件費等支出 1,747,580

      支払利息支出 514

      その他の支出 4,854

    移転費用支出 409,963

      補助金等支出 407,663

      社会保障給付支出

      他会計への繰出支出

      その他の支出 2,301

  業務収入 2,829,270

    税収等収入 2,435,310

    国県等補助金収入 270,527

    使用料及び手数料収入 111,409

    その他の収入 12,023

  臨時支出

    災害復旧事業費支出

    その他の支出

  臨時収入 970

業務活動収支 △295,541

【投資活動収支】

  投資活動支出 14,056

    公共施設等整備費支出 14,056

    基金積立金支出

    投資及び出資金支出

    貸付金支出

    その他の支出

  投資活動収入 18,726

    国県等補助金収入

    基金取崩収入

    貸付金元金回収収入

    資産売却収入 18,726

    その他の収入

投資活動収支 4,670

【財務活動収支】

  財務活動支出

    地方債等償還支出

    その他の支出

  財務活動収入 324,500

    地方債等発行収入 324,500

    その他の収入

財務活動収支 324,500

本年度資金収支額 33,629

前年度末資金残高 80,875

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高 114,503

前年度末歳計外現金残高 2,094

本年度歳計外現金増減額 488

本年度末歳計外現金残高 2,581

本年度末現金預金残高 117,085
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③資金収支計算書 前年対比（単位：千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 
 

R5 R6 増減値

【業務活動収支】

  業務支出 4,224,052 3,125,781 △1,098,271

    業務費用支出 4,081,908 2,715,818 △1,366,091

      人件費支出 922,487 962,870 40,383

      物件費等支出 3,159,148 1,747,580 △1,411,568

      支払利息支出 273 514 241

      その他の支出 4,854 4,854

    移転費用支出 142,144 409,963 267,819

      補助金等支出 138,460 407,663 269,202

      社会保障給付支出

      他会計への繰出支出

      その他の支出 3,684 2,301 △1,383

  業務収入 4,243,424 2,829,270 △1,414,155

    税収等収入 3,312,326 2,435,310 △877,016

    国県等補助金収入 833,030 270,527 △562,503

    使用料及び手数料収入 98,062 111,409 13,348

    その他の収入 6 12,023 12,017

  臨時支出

    災害復旧事業費支出

    その他の支出

  臨時収入 12,140 970 △11,169

業務活動収支 31,512 △295,541 △327,053

【投資活動収支】

  投資活動支出 41,245 14,056 △27,189

    公共施設等整備費支出 41,245 14,056 △27,189

    基金積立金支出

    投資及び出資金支出

    貸付金支出

    その他の支出

  投資活動収入 16,455 18,726 2,271

    国県等補助金収入

    基金取崩収入

    貸付金元金回収収入

    資産売却収入 16,455 18,726 2,271

    その他の収入

投資活動収支 △24,790 4,670 29,460

【財務活動収支】

  財務活動支出

    地方債等償還支出

    その他の支出

  財務活動収入 324,500 324,500

    地方債等発行収入 324,500 324,500

    その他の収入

財務活動収支 324,500 324,500

本年度資金収支額 6,721 33,629 26,907

前年度末資金残高 74,154 80,875 6,721

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高 80,875 114,503 33,629

前年度末歳計外現金残高 2,313 2,094 △219

本年度歳計外現金増減額 △219 488 707

本年度末歳計外現金残高 2,094 2,581 488

本年度末現金預金残高 82,969 117,085 34,116

科目
一般会計等
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３ 令和６年度 各項目別 実数分析 

ここでは各項目別に、令和５年度分との比較を行っていきます。 

 

（１）貸借対照表にかかる項目 

①資産の構成割合（単位：千円、％） 

これまでどのような資産が構成されたのかを計るとともに、遠軽地区広域組合にお

ける資産形成の特徴が把握可能となります。 

遠軽地区広域組合における資産の構成を見ると、建物や防火水槽などの工作物とい

った事業用資産が大半を占め、現金預金である流動資産は全体の 1.7％となっていま

す。 

 

 

②有形固定資産の形成割合（単位：千円、％） 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

R5年度 R6年度

    有形固定資産 4,520,749 6,712,572 2,191,823

      事業用資産 4,285,207 6,530,557 2,245,351

　　　建物 4,035,419 6,294,061 2,258,642

      工作物 249,592 236,301 △13,291

      物品 235,542 182,014 △53,527

    無形固定資産 2,808 2,106 △702

  流動資産 82,969 117,085 34,116

資産合計 4,606,525 6,831,763 2,225,237

R5年度 R6年度

    有形固定資産 98.1% 98.3% 0.0%

      事業用資産 93.0% 95.6% 2.5%

      建物 87.6% 92.1% 4.5%

      工作物 5.4% 3.5% △2.0%

      物品 5.1% 2.7% △2.4%

    無形固定資産 0.1% 0.0% △0.1%

  流動資産 1.8% 1.7% 0.0%

資産合計 100.0% 100.0% -
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

項目
遠軽地区広域組合

増減

項目
（資産合計に対する構成比）

遠軽地区広域組合
増減
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③純資産比率（単位：千円、％） 

純資産は形成した資産に対して、税収や補助金でどの程度賄われたのかを計るもの

で、純資産比率（資産合計に対する純資産合計の割合）で確認することができます。 

 

 
 

※純資産比率のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④資産合計対地方債割合（単位：千円、％） 

資産形成に対して地方債の残高がどの程度含まれているのかをみるものです。 

資産に対して、地方債残高の割合をみると、遠軽地区広域組合は 4.8％となってお

ります。 

 

 

 

 

 

R5年度 R6年度

資産合計 4,606,525 6,831,763 2,225,237

負債合計 928,854 1,268,451 339,597

純資産合計 3,677,671 5,563,312 1,885,641

純資産比率 79.8% 81.4% 1.6%

負債比率 20.2% 18.6% △1.6%
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

項目
遠軽地区広域組合

増減

R5年度 R6年度

資産合計 4,606,525 6,831,763 2,225,237

地方債残高 324,500 324,500

資産合計対地方債割合 0.0% 4.7% 4.7%
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

項目
遠軽地区広域組合

増減

 

将来世代の負担

18.6%

現役世代の負担

81.4%

負債

純資産

資産
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（２）行政コスト計算書にかかる項目 

①経常費用の構成割合（単位：千円、％） 

経常費用の構成割合をみます。この割合を他団体との比較をすることによって、遠

軽地区広域組合がどのコストに重点的に充てられているのか、また、どのようなこと

に使われているのかがわかります。 

遠軽地区広域組合においては、業務費用が88.3％、移転費用が11.7％で構成されて

おり、業務費用を細分化すると、人件費が28.0％、物件費等に60.1％、その他の業務

費用が0.2％となっています。 

 
 

②移転費用の状況（単位：千円、％） 

行政サービス提供の全てを一般会計等のみで行っているわけではありません。 

行政サービスの一端を担う団体への負担金や他事業（他会計）の負担も行う必要が

あり、このコストも大きなものになります。 

遠軽地区広域組合の移転費用は補助金等（負担金、補助及び交付金）で構成され

ており、昨年より約8.6％増加しています。 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

R5年度 R6年度

  経常費用 4,548,534 3,494,464 △1,054,070

    業務費用 4,406,390 3,084,501 △1,321,889

      人件費 924,558 978,449 53,892

      物件費等 3,477,072 2,100,684 △1,376,388

      その他の業務費用 4,761 5,368 607

    移転費用 142,144 409,963 267,819

R5年度 R6年度

  経常費用 100.0% 100.0% -

    業務費用 96.9% 88.3% △8.6%

      人件費 20.3% 28.0% 7.7%

      物件費等 76.4% 60.1% △16.3%

      その他の業務費用 0.1% 0.2% 0.0%

    移転費用 3.1% 11.7% 8.6%
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

遠軽地区広域組合
増減項目

項目
（経常費用に対する構成比）

遠軽地区広域組合
増減

R5年度 R6年度

  経常費用 4,548,534 3,494,464 △1,054,070

    移転費用 142,144 409,963 267,819

      補助金等 138,460 407,663 269,202

      その他 3,684 2,301 △1,383

R5年度 R6年度

  経常費用 100.0% 100.0% -

    移転費用 3.1% 11.7% 8.6%

      補助金等 3.0% 11.7% 8.6%

      その他 0.1% 0.1% △0.0%

項目
（経常費用に対する構成比）

遠軽地区広域組合
増減

遠軽地区広域組合
増減項目
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【参考：地方公会計における資産】 

 

■資産の定義 

地方公会計制度における資産とは、「過去の事象の結果として、特定の会計主体が支

配するものであって、将来の経済的便益が当該会計主体に流入すると期待される資源、

または当該会計主体の目的に直接もしくは間接的に資する潜在的なサービス提供能力を

伴うものをいう。」としています。 

 

■固定資産の体系 

固定資産は有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産の３つに分類され、それ

ぞれ固定資産台帳の整備が求められています。 

 

 

 

固
定
資
産 

有形固定資産 

事業用資産 

インフラ資産 

物 品 

無形固定資産 ソフトウェア 

その他 

投資及び出資金 

長期滞留債権 

投資損失引当金 

基金 

長期貸付金 

投資その他の資産 


